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公的年金制度の改革について 
 

昭和五十九年二月二十四日 
 
 高齢化社会の到来等社会経済情勢の変化に対応し、公的年金制度全体の長期的安定と整

合性ある発展を図るため、公的年金制度の一元化を展望しつつ、次のような改革を推進す

るものとする。 
 
一、昭和五十九年において、国民年金、厚生年金保険及び船員保険制度について、次の措

置を講ずる。 
（1）国民年金の適用を厚生年金保険の被保険者及びその配偶者に拡大し、共通の基礎

年金を支給する制度とするとともに、厚生年金保険は、基礎年金の上乗せとして報

酬比例の年金給付を行う制度とする。 
なお、船員保険の職務外年金部門は厚生年金保険に統合する。 

（2）これらの年金制度における給付と負担の長期的な均衡を確保するため、将来の給

付水準の適正化を図る等の措置を計画的に講ずるとともに、婦人の年金権の確立及

び障害年金の充実等の改革を進める。 
 

二、昭和六十年においては、共済年金について、上記の基礎年金の導入を図る等の改革の

趣旨に沿った制度改正を行う。 
 
三、上記一及び二の改革は、昭和六十一年度から実施する。 
 
四、昭和六十一年度以降においては、以上の措置を踏まえ、給付と負担の両面において制

度間調整を進める。これらの進展に対応して年金現業業務の一元化等の整備を推進する

ものとし、昭和七十年を目途に公的年金制度全体の一元化を完了させる。 


